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研究成果の概要（和文）：経済の脱ユダヤ化は、1937年後半以降、国策として遂行された。四カ年計画によって
産業部門間に不均衡（労働力不足と余剰労働）が生じたからである。国家指導部は、経営の閉鎖と労働力配置に
よって問題の解決をはかった。経済の脱ユダヤ化は、経営の閉鎖と余剰労働力をもたらすはずだったが、他方、
経営の存続を意味するアーリア化の前提でもあった。
　繊維・衣料産業部門は、経済の脱ユダヤ化の交点であった。ユダヤ経営が多い同産業部門には、短縮労働者も
多かった。国家指導部は否定的な「衣料ユダヤ人」像を宣伝し、経営の閉鎖と労働力の解放を試みた。だが「全
衣料部門がユダヤ人の手にあった」という宣伝は虚偽に近い誇張であった。

研究成果の概要（英文）：The 'Entjudung of economy' was accomplished as a national policy after late 
1937. This is because teh Four Years Plan brought disproportion between industrial sections (work 
force lack and surplus labor). The Nazi-government planned the solution to problem by closedown and 
work force placement of the management. The 'Entjudung of economy' should have brought closedown and
 surplus labor of the management, but, on the other hand, was a premise of the Aryanization which 
meant the continuation of the management.
 The textile-clothes industry section was a point of intersection of the 'Entjudung of economy'. 
There were many contracted workers in the industry section with much Jewish management, too. The 
Nazi-government advertised a negative "clothes Jew" image and tried closedown of the management and 
liberation of the work force. But the advertising "that the Jewish hand had all clothes sections" 
was the exaggeration that falsehood was near.
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1．研究開始当初の背景 
 ナチ・ドイツにおける経済の脱ユダヤ化

は、ドイツ・ユダヤ人の運命とともに、ド

イツの経済社会に多大な影響を及ぼした事

象であったにもかかわらず、これまでナチ

ズム研究の枠内ではさほど論じられてこな

かった。だが、社会史・日常史研究の進展

にともなって「普通の状況」に焦点があて

られるようになると、経済の脱ユダヤ化に

注目されるようになった。平時に、衆人環

視の中で「合法的に」遂行された経済の脱

ユダヤ化は、ナチ・ドイツのユダヤ人政策

における特異かつ重要な局面として、綿密

な分析が求められているのである。 

 

2．研究の目的 
 上記の研究状況を踏まえて、本研究の代

表者は、平成 16-17 年度科学研究費補助金
（基盤研究（C）（2）：課題番号 16520457）
『第三帝国における経済の脱ユダヤ化（ア

ーア化）政策の研究』において、第三帝国

における経済の脱ユダヤ化の成立過程を考

察した。本研究の研究目的は、この研究で

明らかにし得なかったことの解明である。

第 1に、脱ユダヤ化に一定の役割を果たし
た国家経済性管理機構 RKW が、ライヒ経
済省や営業経済組織とどのような関係にあ

ったのかを解明すること。第 2に、「衣料
ユダヤ人」像の形成過程と実態を明らかに

することである。近代ドイツ経済において、

ユダヤ人が繊維衣料産業の分野で果たした

役割ならびにユダヤ経営の実態を、同時代

文献・資料で確認する。第 3の課題は、経
済の脱ユダヤ化の方向性が定まる際のオー

ストリアの役割を検討することである。す

なわち、1938年 3月のオーストリア合邦後
のオーストリアにおけるユダヤ人政策と、

ドイツ本国のユダヤ人政策との相関関係の

分析である。 
 

3．研究の方法 
 ウィーン国立文書館、ベルリン連邦文書

館リヒターフェルデ、ベルリン国立図書館、

ヴェストファーレン州立文書館（ミュンス

ター）などにおいて、関連史料・文献を収

集し、上記の諸点を分析する。とくに 3番
目のオーストリアとドイツの関係について

は、研究者ザフリアン（H. Safrian, Kein 
Recht auf Eigentum. Zur Genese antijüdischer 
Gesetze im Frühjahr 1938 im Spannungsfeld 
von Pheripherie und Zentrum）のテーゼの検
証をする。ザフリアンは、オーストリアで

展開されたユダヤ人迫害の歩みが、ドイツ

本国の反ユダヤ政策に影響を与えたとし、

ナチ・ドイツのユダヤ人政策の転換点は、

ベルリンではなくウィーンにあったと考え

る。経済の脱ユダヤ化政策におけるこうし

たテーゼの検証は、第三帝国のユダヤ人政

策の実証的な分析に資するであろう。 
南ヴェストファーレン大管区の党レベル

の支配機構の実態を伝えるミュンスター文

書館所蔵の文書には、管区経済顧問（KWB）
の月報類が含まれている。管区経済顧問は

一般地域住民と接触し、その動向を監視し

ていた。彼らの報告書にある「ユダヤ経営」

「ユダヤ人問題」「アーリア化」「脱ユダ

ヤ化」などに関する項目を系統的に分析す

るなら、「ユダヤ経営」をめぐる国家、党、

民間の利益団体の政策・動向ならびに一般

地域住民の対応が、第三帝国の「人種政策」

としての「経済の脱ユダヤ化」とどのよう

に接し、それにどのような影響を与えたの

かを解明できるであろう。 

 

4．研究成果 
 第 1点について。ウィーン国立文書館と
ドイツ連邦文書館(リヒターフェルデ)にお

いて RKW（国家経済性管理機構）の史料
を収集・分析した。 

RKW が設立された背景には、第一次大



戦後のドイツの国情がある。ヴェルサイユ

条約による海外植民地と領土の一部の割

譲、海外資産没収と巨額の賠償金などによ

り、ドイツの生産は大きく落ち込んだ。世

界の工業生産に占めるドイツのシェアは、

1913 年の 16%に対して 1923 年は 8%であ
り、1929年は 12%にとどまっていた。1  

こうした中、経済の再建が国家的な課題

とされ、経済的合理化が国民運動となった。

1924 年から 1929 年にかけて、ドイツ全土
で約 600 の民間の合理化連盟が設立され
た。2RKWもそのひとつである。1935年に
ザール地方がドイツに再帰属したとき、

RKW に与えられた課題は、合理化によっ
て同地域の経済水準を本国並みにすること

であった。3 

1938 年 3 月のオーストリアが併合時に
RKW に与えられた課題も、オーストリア
における「最高効率の労働体系」の構築で

あった。4ただしその際、RKW が採用した
手段は、ユダヤ経営の計画的・組織的なア

ーリア化と清算（閉鎖）であった。RKWは
個々の産業部門を体系的に調査して「供給

過剰」部門を洗い出し、脱ユダヤ化とアー

リア化によって地域の産業構造を「合理化」

しようとした。設立当初、ユダヤ人政策と

は無縁であった RKW は、社会経済政策の
遂行過程でナチ・ドイツの反ユダヤ主義を

利用し、経済の脱ユダヤ化を推進していっ

たのである。 

アーリア化の統制のための組織が「アー

リア化本部」と呼ばれた財産流通局（ラー

フェルスベルガー局長）であった。5財産流

通局は、アーリア化の認可制を導入するこ

とにで、群生していたコミサールの排除も

おこなった。6RKW による計画的な経済の
脱ユダヤ化政策により、ユダヤ独立経営の

数は大幅に減じた。特徴的なのは、ユダヤ

営業経営がアーリア化された割合がきわめ

て小さく、清算（閉鎖）が大半を占めてい

たことである。 

RKW は純然たるテクノクラート集団で
あり、ナチの人種主義とは無関係に戦争経

済の能率向上を追求していた。RKW にと
ってユダヤ営業経営の排除が問題となった

のはもっぱら、RKW の都市計画において
それが優先されており、かつドイツ人の経

営よりも排除するのが容易であったために

過ぎない。アリーとハイムが指摘するよう

に、オーストリアにおいては、人種イデオ

ロギーと透徹した新秩序、および経済政策

の融合が見られたのである。7 

 第２番目の繊維・衣料経済部門における

ユダヤ人の優位性は、ナチ党管区経済顧問

（KWB）が上司の大管区経済顧問（GWB）
に提出した報告書によって確認できる。た

とえばボーフムの KWBは、GWBあて報告
（1937 年 12 月）で、多額の商品をユダヤ
企業から購入した百貨店について、「購入

先を純粋にアーリア企業に限定するなら客

の選択肢はなくなるだろう」と記している。

また「アーリア企業のみを考慮することは、

商品の供給が不十分になるので不可能であ

る」とも述べていた。8〔表 1〕はドイツの

主要都市における衣料卸売業とユダヤ企業

を、〔表 2〕は 1930年のベルリンの既製服
製造におけるユダヤ人と非ユダヤ人の割合

を示したものである。 

 

〔表 1〕ドイツの主要都市における衣料卸売業とユ 

ダヤ企業9  

都市 

 

衣料卸売 

業総計 

ユダヤ 

企業 

割合 

（％） 

ベルリン     1,649   1,015   61.5  

ハンブルク     679    237   34.9 

ライプツィヒ      432    156   36.1 

フランクフルト      364    253   69.5 

ケルン      345    174   50.4 

ミュンヒェン      224     96  42.8 
  



〔表 2〕ベルリンの既製服製造におけるユダヤ人と

非ユダヤ人の割合（1930 年）10 

 

 

 ただし、衣料産業部門におけるユダヤ人

の「支配的な影響力」というナチの「衣料

ユダヤ」宣伝は、同時代文献にあげられた

当時のユダヤ経営数をみるかぎり、虚偽に

近い誇張であることが判明した。 

第３番目の課題であるザフリアンのテー

ゼについてのべる。 

ザフリアンのテーゼは、つぎの 3点に要

約できる。①ドイツにおける「自由意志に

よるアーリア化」から「強制アーリア化」

への移行は、オーストリアにおける実践に

よって促進された。②オーストリアでおこ

なわれた迫害の歩みが、ドイツ本国の反ユ

ダヤ政策に影響を与えた。③第三帝国のユ

ダヤ人政策における転換点は、ベルリンか

らではなくオーストリアという周辺から展

開した。11 

 ザフリアンは、アーリア化が変質した原

因をオーストリアの合邦後の相乗効果に求

めている。しかし、ドイツ本国におけるユ

ダヤ人政策と比較した場合、オーストリア

の政策には、とくに目新しいものとはない。

というのも、ドイツ本国においても、合理

的・効率的な経済体制建設のための方策と

して経済の脱ユダヤ化が計画的、組織的に

推進されていたからである。たとえば、経

済集団小売業の年間報告『経済集団小売業

―課題と成果 1937年 7月-1938年 8月』に
は、小売業における供給過剰の浄化のため

に経済の脱ユダヤ化を積極的に活用するこ

とが提案されていたが、12他方で「ユダヤ

営業経営が一般経済と密接に絡み合い、経

済的、社会的にさまざまな結果を生むため、

経営を清算またはアーリア化すべきかとい

う決定は、非常に責任重大である」13とし

て、慎重な対処を要求していた。つまり「自

由意志によるアーリア化」と「強制アーリ

ア化」は、ドイツ本国ですでに問題視され、

議論されていたのである。 

 ザフリアンはまた「営利企業の処分権の

制限に関する法律がアーリア化の促進と制

限の両方に使われた」として、オーストリ

ア行政府が経済の脱ユダヤ化を管理してい

たと指摘している。しかし、ドイツ本国に

おいても、1937 年末、とくに 38 年初頭か
らの一連のライヒ経済大臣回覧通達によっ

て、経済の脱ユダヤ化が、アーリア化と清

算という方策で管理されていた。14オース

トリアで独自におこなわれたユダヤ人迫害

が、ドイツの反ユダヤ政策に影響をあたえ

たというよりも、むしろオーストリアの実

践はドイツ本国の政策からつよい影響を受

けたとみるべきである。 

第三帝国のユダヤ人政策における転換点

がベルリンからではなくオーストリアから

始まったという、③の指摘は、アイヒマン

のユダヤ人国外移送中央本部については妥

当する。しかし、ユダヤ人の財産を一元的

紳士・子ども既製服製造    

工場総計 264 

うちユダヤ企業 160 = 60.6% 

うち非ユダヤ企業 104 = 39.4% 

卸売業総計 28 

うちユダヤ企業 17 = 60.7 % 

うち非ユダヤ企業 11 = 39.3 % 

婦人・少女既製服製造          

工場総計 1312 

うちユダヤ企業 563 = 42.9% 

うち非ユダヤ企業 749 = 57.1% 

卸売業総計 79 

うちユダヤ企業 54 = 68.3 % 

うち非ユダヤ企業 25 = 31.7 % 

婦人既製服製造・卸売業 200 

うちユダヤ企業 143 = 71.5% 

うち非ユダヤ企業 57 = 28.5% 



に管理するという発想は、アイヒマンがウ

ィーンで初めて思いついたものではない。

ドイツ本国では 1937 年末ごろからユダヤ
人財産の処分方法（清算、アーリア化）に

ついて試行錯誤がおこなわれていたことが

史料的に実証できる。15アイヒマンの着想

の新機軸は、ユダヤ人の国外移住のために

浮いた外国為替を最優先で充当させようと

した点に求めるべきである。 
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